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専第１号 

   専決処分の承認について 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和元年度各

務原市一般会計補正予算（第７号）を定めることについて専決処分したので、同条第３項

の規定により、これを報告し、承認を求める。 

  令和２年５月１９日報告 

各務原市長  浅 野 健 司      
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専決第３号 

   令和元年度各務原市一般会計補正予算（第７号）を定めることについて 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１７９条第１項の規定により、令和元年度各

務原市一般会計補正予算（第７号）を定めることについて、次のとおり専決処分する。 

  令和２年３月３１日 

                     各務原市長  浅 野 健 司      

   令和元年度各務原市一般会計補正予算（第７号） 

令和元年度各務原市の一般会計補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ500,000千円を追加し、歳入歳出予算の総

額を歳入歳出それぞれ54,476,101千円とする。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金

額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 （繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 （地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 



第１表　歳入歳出予算補正

　　 歳　　　　入 (単位：千円)

補正前予算額

1 市税 21,391,643 965,319 22,356,962

1 市民税 9,368,681 534,374 9,903,055

2 固定資産税 9,499,749 243,102 9,742,851

3 軽自動車税 322,075 28,002 350,077

4 市たばこ税 650,000 113,350 763,350

6 入湯税 1,200 514 1,714

7 都市計画税 1,549,938 45,977 1,595,915

2 地方譲与税 406,090 50,057 456,147

1 地方揮発油譲与税 110,000 6,011 116,011

2 自動車重量譲与税 290,000 44,096 334,096

4 森林環境譲与税 6,090 △ 50 6,040

3 利子割交付金 47,000 △ 22,454 24,546

1 利子割交付金 47,000 △ 22,454 24,546

4 配当割交付金 62,000 35,832 97,832

1 配当割交付金 62,000 35,832 97,832

5 株式等譲渡所得割 49,000 3,143 52,143

交付金

1 株式等譲渡所得割 49,000 3,143 52,143

交付金

6 地方消費税交付金 2,500,000 93,562 2,593,562

1 地方消費税交付金 2,500,000 93,562 2,593,562

7 ゴルフ場利用税交 20,000 842 20,842

付金

款 項 補正予算額 補正後予算額
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(単位：千円)

補正前予算額

1 ゴルフ場利用税交 20,000 842 20,842

付金

8 自動車取得税交付 71,000 5,322 76,322

金

1 自動車取得税交付 71,000 5,322 76,322

金

9 環境性能割交付金 25,000 △ 2,367 22,633

1 環境性能割交付金 25,000 △ 2,367 22,633

11 地方特例交付金 217,899 131,921 349,820

2 子ども・子育て支 46,521 131,921 178,442

援臨時交付金

12 地方交付税 2,889,133 347,759 3,236,892

1 地方交付税 2,889,133 347,759 3,236,892

13 交通安全対策特別 18,000 △ 1,007 16,993

交付金

1 交通安全対策特別 18,000 △ 1,007 16,993

交付金

16 国庫支出金 8,457,836 7,055 8,464,891

2 国庫補助金 2,931,566 7,055 2,938,621

18 財産収入 201,807 75,665 277,472

1 財産運用収入 169,068 △ 4,361 164,707

2 財産売払収入 32,739 80,026 112,765

19 寄附金 424,487 243,183 667,670

款 項 補正予算額 補正後予算額

- 4 - 一般会計



(単位：千円)

補正前予算額

1 寄附金 424,487 243,183 667,670

20 繰入金 4,386,012 △ 39,043 4,346,969

1 基金繰入金 4,386,012 △ 39,043 4,346,969

22 諸収入 1,128,365 300 1,128,665

6 雑入 665,950 300 666,250

23 市債 4,131,889 △ 1,395,089 2,736,800

1 市債 4,131,889 △ 1,395,089 2,736,800

歳　　入　　合　　計 53,976,101 500,000 54,476,101
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　　 歳　　　　出 (単位：千円)

補正前予算額

2 総務費 4,688,080 0 4,688,080

1 総務管理費 3,683,506 0 3,683,506

3 民生費 14,772,775 0 14,772,775

1 社会福祉費 5,946,015 0 5,946,015

3 児童福祉費 6,844,347 0 6,844,347

4 衛生費 5,159,719 0 5,159,719

1 保健衛生費 1,289,487 0 1,289,487

2 環境費 3,870,232 0 3,870,232

5 労働費 331,156 0 331,156

1 労働諸費 331,156 0 331,156

6 農林水産業費 418,604 0 418,604

1 農業費 126,674 0 126,674

3 農地費 227,484 0 227,484

7 商工費 1,635,355 0 1,635,355

1 商工費 1,635,355 0 1,635,355

8 土木費 4,588,720 0 4,588,720

2 道路橋梁費 2,082,232 0 2,082,232

4 都市計画費 1,246,868 0 1,246,868

9 消防費 2,056,233 0 2,056,233

1 消防費 2,056,233 0 2,056,233

10 教育費 6,556,309 0 6,556,309

2 小学校費 1,443,890 0 1,443,890

3 中学校費 786,759 0 786,759

款 項 補正予算額 補正後予算額
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(単位：千円)

補正前予算額

6 社会教育費 1,188,208 0 1,188,208

7 保健体育費 1,388,530 0 1,388,530

13 諸支出金 9,018,168 500,000 9,518,168

3 基金費 3,704,272 500,000 4,204,272

歳　　出　　合　　計 53,976,101 500,000 54,476,101
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款 項 補正予算額 補正後予算額
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第２表　繰越明許費補正

（追加） （単位：千円）

款 項 事 業 名 金 額

③民生費 ３児童福祉費 保 育 環 境 改 善 等 事 業 ６,５９０
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第３表　地方債補正

（変更）

補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

起債の目的

3,500
年 5.0％ 年 5.0％

以 内 以 内

94,900

34,100

2,300

6,900

5,500

31,300

506,700

44,400 43,300

起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

限 度 額
起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

限 度 額

439,800

学 習 等 供 用
施設整備事業

千円 千円

84,900

25,200

800

0

0

3,400

30,500

福 祉 の 里
施設整備事業

ごみ処理施設
整 備 事 業

保健衛生施設
整 備 事 業

保 育 所
整 備 事 業

農 業 基 盤
整 備 事 業

産業振興施設
整 備 事 業

道路橋梁事業

街 区 公 園
整 備 事 業

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率

普通貸借

又は

証券発行

公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。

ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率

普通貸借

又は

証券発行

公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。

ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。
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補　　　正　　　前 補　　　正　　　後

起債の目的

47,000
年 5.0％ 年 5.0％

以 内 以 内

95,700

514,800

257,900

228,400

4,800

137,700

1,379,189

中 学 校 施 設
整 備 事 業

172,200

文 化 会 館
整 備 事 業

227,800

臨 時 財 政
対 策 債

400,000

小 学 校 施 設
整 備 事 業

318,600

体 育 施 設
整 備 事 業

132,600

図 書 館
整 備 事 業

4,100

都 市 再 生
整 備 事 業

千円 千円

消 防 施 設
整 備 事 業

72,300

44,500

限 度 額
起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

限 度 額
起債の
方 法

利 率
償 還 の
方 法

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率

普通貸借

又は

証券発行

公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。

ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。

ただし､利
率見直し
方式で借
り入れる
資金につ
いて利率
の見直し
を行った
後におい
ては、当
該見直し
後の利率

普通貸借

又は

証券発行

公的資金

については、

その融資条

件により、

銀行その他

の場合には

借入先と協

定し、その

条件に従う

ものとする。

ただし、

市財政の都

合により据

置期間及び

償還期限を

短縮し、又

は繰上償還

若しくは低

利に借り換

えすること

ができる。
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